
平成21年7月20日　改定

㈱確認サービスへ建築確認申請を提出にあたり、調査した結果は次の通りです。

平成　　　年　　　月　　　日 設計者氏名 ㊞

□　有 □　名古屋市［□敷地500㎡以上 ・□宅造内 ・□中高層 ・□臨海分区 ・□地下鉄沿線 ・□緑化地域］

□　無 □　建設地調査表（海部事務所管内）　　　□　（　　　　　　　　　　　　　　）

□　国道 □　法42条第1項道路 □　1号　・　□　2号　・　□　3号　　・□　4号 幅員　　　　ｍ

□　県道 □　1号　・　□　2号　・　□　3号　　・□　4号 幅員　　　　ｍ

□　都道 □　5号　（指定　　　年　　月　　日　第　　　　　　　　　号） 幅員　　　　ｍ

□　市区町村道 幅員　　　　ｍ

□　開発道路 □　法42条第3項道路 □　名港管理道路　　　□　衣浦港湾道路 幅員　　　　ｍ

□　その他 □　法43条ただし書き許可 ［　□　写し添付　］

□　有 □　水路占用許可　　不要 水路幅 ｍ

□　無 □　水路占用許可　　必要 ［　□　写し添付　］ 占用幅 ｍ

□　内 □　市街化区域　　　□　市街化調整区域　　　　□　区域区分非設定都市計画区域

□　外 □　準都市計画区域

□１種低層　　□２種低層　　□１種中高層　　□２種中高層 容積率 建ぺい率 外壁後退

□１種住居　　□２種住居　　□準住居　　　　□近隣商業 ％ ％ ｍ

□商業　　　□準工業　　□工業　　□工業専用　　□指定なし ％ ％ ｍ

白地分類記号 　□Ⅰ・□Ⅱ・□Ⅲ・□Ⅳ・□Ⅴ・□Ⅵ・□Ⅶ・□Ⅷ ％ ％ ｍ

□　有　　(　　　　　　　　)㎡

□　無

防火地域等 □　防火地域　　　□　準防火地域　　　□　指定なし　　　□　２２条指定区域　　　□　都安全条例7条の3指定区域

特別用途地区

□　有 　日影規制値　：　平均地盤面から　　　　　ｍ　　・　　5ｍ－　　　　　ｈ　　・　　１０ｍ－　　　　　ｈ

□　無 □　日影許可　　　［　□　写し添付　］

□　内 　地区計画届写し添付　：　□　有　　　□　無 名称　：

□　外 　整備計画　：　□　決定　　［　建築条例　□有　□無　］　　□　未決定

宅地造成等 □　内 □　許可　　不要

規制区域 □　外 □　許可　　必要　　　［　□　写し添付　・　□　原本提示　］ □　適合証明　［　□　写し添付　］

□　許可地域 □　許可　　不要

□　禁止地域 □　許可　　必要　　　［　□　写し添付　・　□　名古屋市合議印　］

□　外

下水道 □　内 □　公共下水道　　　　　　□　集落排水　　　　　　□　集中浄化槽　　　　　　□　その他

処理区域 □　外 □　合併処理浄化槽　　　□　既設浄化槽利用（□単独・□合併）　　 □　汲取り　　　　　

□　高度地区（第　　　種　　　ｍ） □　高度利用地区 □　高層住居誘導地区 □　特定街区

□　風致地区（第　　　種） □　景観地区 □　駐車場整備地区 □　駐輪場設置義務区域

その他の □　臨海部防災区域(第　　種) □　臨港地区（分区） □　流通業務地区 □　建築協定区域

地域地区 □　急傾斜地崩壊危険区域 □　災害危険区域 □　土砂災害防止法特別警戒区域　　　□　緑化地域

□　特定都市河川流域区域 □　河川保全区域 □　緑地保全地域 □　砂防地区

□内　　□外 □　伝統的建造物群保存地区 □　埋蔵文化財包蔵地内 □　航空機騒音障害防止地区 □　法６条１項４号指定区域

□　中高層建築物条例 □　土地区画整理施行地区　［　７６条申請　□　申請中　□　許可済　］

□　その他の地域区域（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

都市計画施設 □　内 　５３条許可　：　□　許可済　・　□　申請中　・　□　未許可

市街地開発事業 □　外 　□　道路　　　□　公園　　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　［　□　写し添付　］

□　有 　□　開発許可 　［　□　写し添付　・　□　原本提示　］ □　制限解除 ［　□　写し添付　］

□　無 　□　検査済 　［　□　写し添付　］ □　完了公告

建築許可 □　無 　□　有 ［　□　写し添付　・　□　原本提示　］

既存宅地確認 □　無 　□　有 ［　□　写し添付　・　□　原本提示　］

６０条証明 □　無 　□　有 ［　□　原本添付　］

その他 □　都計法２９条（第　　　号）適用除外　　　□　家屋課税証明　　　□　既設建築確認申請　　　□　旧住造法
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□　特別工業（　　）種　　□　文教　　□　中高層階住居専用　　□　その他(                                   )

□　法42条第2項道路　[狭あい道路届出　□済（　　 年　　月　　日）　□未]
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➀　建築基準法関係法令等に該当する場合は□欄にチェックの上、下段の協議先等をご記入ください。

➁　申請地の調査において行われた関係部局との事前協議結果をご記入ください。

③　※　　確認サービス使用欄

　 □　消防法 □　屋外広告物法 □　港湾法

□　高圧ガス保安法 □　ガス事業法 □　駐車場法

□　水道法 □　下水道法 □　宅地造成等規制法

建築基準法施行令 □　流通業務市街地の整備に関する法律

第９条　　関係法令 □　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

□　都市計画法 □　特定空港周辺航空騒音対策特別措置法

□　自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律

□　浄化槽法 □　特定都市河川浸水被害対策法

その他 □　バリアフリー法 □　その他

項　目

（狭あい道路届出）

　□　都市計画図等で確認

道路関係

　建築基準関係規定　事前協議一覧表　

関係部局担当者（役職・氏名） ※　備考年月日 関係部局と打合せを行なった内容
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※　受付時連絡事項

給排水関係
（上水・下水・浄化槽）

権利関係
（法務局等）


